




































































































































































































4司 同 537-43頁。こり要因については， 古島氏自新説「挫折l論の要因と向じであ
る点，留意すべきであるう〈詳細については後述〉。




































































































































































































































(3) 同 206-18頁。「領主ー豪農」述けいり理由として，四つの姿=1 肝~1{"無役高申'!<c>

























































(天保12年)¥._， ? 一一新潟県岩手村〈明治 3)
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-155 
この場合，会津下居合村(後進=養蚕・製糸地帯)，山梨県上栗原村〔屈指の
養蚕地帯)，和泉大鳥村(綿作地帯)，新潟県岩手村〔米作単作地帯〉と各々特
ω 
徴づけをされている。
次いで，明治6年の小作地率統計を通じて，全国的概観をもたれ，東北・九
州の河端諸県(後進地帯)=小作地率最低で原型とし，養蚕・製糸と綿作・綿
糸の発展地域では大阪・兵庫・愛媛等を最高として，この地域の平均20~30%
で，これを分解の第2形態とし，そして，原形と第2形態の両地域の間にある
地域=中央地帯(東北・北陸・山陰・九州等の米作地帯〉は最高小作率とし
て，これを最終形態として，幕末・維新期の全国的展望をもたれた。そして，
この時期の「大部分の地域は原型と最終形態との聞の過渡期にあったといえ
伽事
る。これが幕末，維新の農民層分解の全国的概観である」とされた。
以上，堀江氏の所説を述べたが，これはJ一つには，地主的土地所有の成立
を領主反動と上周農民による領主との連けいとによって説明せんとする説=藤
田五郎氏の「上昇・転化」論，古島・永原民の富農経営の「挫折」論等への批
判であった訳であり，併せて，その理論的背景と考えられる大塚久雄氏のいわ
ゆる「蓄積基盤移行」論への批判でもあったと言うことができる。
同時に，古島らの「摂津型」操業の存在類型を天保期以降において検出断念
されたのに対し，これを時限を異にする地域に求め，これを同時限的に並存す
る地域移動論により，絶対主義形成過程を問題にされたのである。
それ故，右の研究の前提となっている条件，幕末・維新期=i小商品生産段
階」論が，その内容検討とともに問題にされなければならないであろう。
註(1) 堀江共ー編「幕末維新の換業構造j19頁。 向者の目的として.I本書は幕末・維新
という同時点で事実上の良民的分割地所有一ー しー、わゆる失事上の農民的土地所有の運
動形態=解体形態を地域型として実証的に確定し，当時の日本全体の農業構造を多様
な地域類型の統ーとして概観しようとした」とされている(同320'頁)。
(2) 同 301頁。
(3) 同 16頁。
.(4) 同 17頁。こり怠味で経営の限界は，まさに資本(則的生庄の末発達による社会化の
39ー
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限界性に規定され，決して，大塚久雄氏の「蓄積基盤移行」ではないとされる(同
311頁)。
(5) 同 18頁。
(6) 同 18-19頁。
(7) 同 25頁。
(呂)同 20-24頁。
(9) 同 27-29頁。
ω 同 30頁。
(未完〉
- 40ー
